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CO2削減の長期目標

CO2排出量＝

活動量

× エネルギー消費原単位（エネルギー消費量／活動
量）・・・省エネ

× 炭素集約度（CO2排出量／エネルギ－消費量）

・・・新エネ

（＝0.8×0.8×0.8＝0.51）

（＝0.8×0.7×0.9＝0.50）

（人口1990年 12,361万人⇒2050年 9,515万人



活動量の動向、立地
• 総人口減尐、都市人口減尐が活動量減尐の代理指標

⇒人をベースにした活動では一人当たり等原単位で（も）目標設定（
民生、運輸）

• 活動量が地域的に偏在する分野
– 製造業における直接排出量と間接排出量

– エネルギー転換における直接排出量と間接排出量

（間接排出量：需要サイドの対策に焦点、直接排出量：供給サイド
の対策に焦点）

⇒低炭素化を目標に立地政策はとれない（混雑現象と温室効果ガ
ス排出の相違）

⇒活動量に応じた原単位で（も）目標設定
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温対法による地域計画作成市 川崎市
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民生家庭部門１人当たり排出量
（2003年、環境自治体会議）
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東京大学高橋輝一作成



民生業務部門人当たり排出量
（2003年、環境自治体会議）
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製造業１人当たり排出量
（2003年、環境自治体会議）
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交通部門１人当たり排出量
（2003年、環境自治体会議）
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人口密度と交通起源C02排出
（松橋氏、都市計画年報）
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土地利用・人口密度と交通起源CO2土地利用・人口密度と交通起源CO2



21 都市の主要部門別 1 人当たり温室効果ガス排出量の平均

値と変動係数（トン／人年） 

  平均値 変動係数 

家庭部門 1.32 0.197 

業務部門 1.15 0.181 

製造業 3.31 1.363 

交通 1.34 0.311 

環境自治体会議推計値より筆者算出 
  

 



エネルギー消費原単位と炭素集約度

• 省エネ、新エネ、循環型社会に様々な手法

⇒目標達成には、目標設定の枠を網羅性を保ち
つつ細分化してくことが有効ではないか？



神田駿河台東部地区地区計画

• 2008年6月。10.7ha

• 区域の整備開発及び保全に関する方針 歩行者空間整備や建築
物等の整備に際しては、街路樹の整備、敷地内、屋上、壁面などで
緑化の拡充、エネルギー効率向上や自然エネルギー利用などを促
進し、ヒートアイランド化の抑制、CO2 の排出抑制に寄与する計画
を誘導する。

• 地区整備計画 建築物の機能更新においては、エネルギー使用の
合理化、自然環境の保全など環境改善に寄与した計画とする。特
に、エネルギーを消費する建築物については二酸化炭素排出原単
位平均を約56kg-Co2/㎡以下とするとともに、二酸化炭素排出総量
についても増加しない計画とする。（注１）ただし、区長がやむを得な
いと認めた場合は、この限りでない。





大手町・丸の内・有楽町地区
• 地区全体

– 床面積増・エネルギー消費原単位増等で排出量
1.8倍

– 省エネ対策 ▲21％⇒1.4倍

– 電力排出係数改善(▲20％＋次世代環境インフラ
・デマンドマネジメント（▲20～30％）

⇒0.75倍







エネルギー消費原単位と炭素集約度

• 省エネ、新エネ、循環型社会に様々な手法

⇒目標達成には、目標設定の枠を網羅性を保ち
つつ細分化してくことが有効ではないか？

• 地区の拘束力ある目標があれば、トレードが
有効






